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は じ め に
１．本研究の問題意識と解明目標課題
食品を販売する小売店頭における食品表示につい
ては，近年大きな変化が生じている。その背景には
輸入食品の増大傾向と2001年に発生した BSEへ
の対応がある。まず，輸入食品の増大に関しては，
輸入食品のなかでもとくに野菜に関して，消費者（消
費者団体）から，国産野菜と輸入野菜の区別を店頭
でできるようにして欲しい，という声が上がったこ
とがきっかけで，1993年ころより整備が始まったも
のである。日本農林規格法（JAS法）の改正により
対応され，その後，対象品目も拡大されたが，例え
ば野菜においては国産品は都道府県名，輸入品は生
産国名の記載が義務付けられ，その表示を消費者は
輸入品の回避に利用している状況は見られるもの
の，それ以上に有効に活用しているとはいいがたい
状況である。
また，BSE発生以降，牛の飼料の使用履歴の公表
に始まり，輸入冷凍ホウレンソウに高濃度の農薬が
検出されたことで農薬などの生産履歴の情報開示，
などと発展してきたトレーサビリティシステムは，
消費者にその情報を提供する段階で，消費者のシス
テム利用頻度がきわめて低いなど，システムの形骸
化と普及率の低さが目だっている。
しかしながら，消費者が食品の安全性に関して
まったく不安を持っていないということはなく，ま
た商品情報についても十分な知識を持って選択して
いるとはいえない。
そこで本研究では，食品の表示・商品情報の提供
に関する消費者の意識を調査するとともに，小売店
における取り組みの現状とその課題について追求す
ることを目的として実施した。
２．研究手法
消費者の意識については，アンケートの実施と消
費者（消費者団体）からのヒアリングで把握を試み
た。また，小売店の状況については，先進事例も含
めて小売店頭における調査を実施するとともに，企
業関係者からのヒアリングを行なった。
第１章 消費者の意識について
買い物の際の食品表示に関して，まず消費者を対
象としてアンケートを実施した。アンケートは2006
年10月～11月に実施した。協力いただいたのは，札
幌消費者協会会員69名，東京地域婦人連絡会会員９
名の合計78名であった。
⑴ ふだん一番よく買い物をする店の種類につい
て
ふだん一番よく買い物をする店の種類（ひとつを
選択）を表１に示した。
このように，大型総合スーパー利用が最も多く，
延べ利用数の35.3％を占める。ついで生協共同購入
（20.4％），食品専門スーパー（17.2％），生協店舗
（11.2％）の順となっている。
食品種類別に見ると，大型総合スーパーはいずれ
の分野でもシェアが高いものの，食品専門スーパー
も次いでシェアが高く，また，野菜，果物，鮮魚な
どの生鮮食料品では専門小売店とくに商店街に立地
しない専門小売店のシェアが高い傾向がある。また，
加工品，調味料，牛乳，卵などは生協共同購入の比
率が高め，といえる。
その他では，直売所，生産者から直接購入，通信
販売，などがあった。
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⑵ 買い物の際に，値段以外に見る表示内容につ
いて
総回答数78のうち，１位：産地名59（75.6％）と
加工品の添加物などの表示59（75.6％），３位：収穫
日（卵は採卵日）54（69.2％），４位：品種名
19（24.3％），５位：生産者名16（20.5％）となって
いる。その他では，米の精米日，消費・賞味期限，
解凍かどうか，養殖か天然か，地場産マーク，など
が自由記述欄に記載があった。
⑶ これから大切な食品表示について
(回答者数78，回答数79－1名重複回答）
１位：生産履歴49（62.8％），２位：鮮度の表示
19（24.4％），３位：栄養の表示８（10.3％），４位：
食べ方の表示３（3.8％）となっている。
アンケート選択肢以外で大切と思う食品表示の内
容については，以下の項目が自由記入欄に記述され
ていた。
・農薬の散布回数
・生産者の顔が見える表示
・イギリスのレッドトラクターマークのような国
の統一基準マーク
・地場産マーク
・冷凍食品の製造年月日
・カロリー数
・肉の場合，使用した飼料
・塩分表示
・アレルギー表示
・有機食品表示（注：これは有機 JAS制度で規定
されている）
・食品ごとに業界協会の情報提供
・遺伝子組み換え食品の表示対象品目の拡大
・添加物が使用される理由
・消費者からの問い合わせが多い項目のワンポイ
ントアドバイス
なお，「多すぎる情報は価値判断が困難になるの
で，羅列するのは望まない」という意見もあった。
⑷ 携帯電話で検索できるトレーサビリティシス
テムへの対応について（回答数77）
１位：見たことがない67（87.0％），２位：見たこ
とがある９（11.7％），３位：よく見る１（1.3％）
となっていて，圧倒的多数が見たことがないと回答
している。
⑸ 携帯電話で検索できるトレーサビリティシス
テムの必要性について（回答数76）
１位：使わないがあった方がよい34（44.7％），２
位：コストをかけてまで必要ない26（34.2％），３
位：使 う こ と も あ る の で あった 方 が よ い
16（21.1％）となっている。
⑹ どのような手段で食に関する情報を入手した
いかについて（回答者数78 重複回答）
１位：新聞56（71.8％），２位：小売店のチラシ・
パンフなど52（66.7％），３位：テレビ46（59.0％），
４位：役所の広報20（25.6％），５位：役所などが開
く講習会９（11.5％），その他４（51.3％）であった。
その他としては，生産者から直接聞きたい，インター
ネットなどの例が挙げられた。
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表1 食品種類別の買い物先店舗（アンケート結果)
野菜 果物 鮮魚 肉 加工品 調味料 牛乳 卵 合計
①商店街の小売店 3 3 3 2 1 2 1 3 18
②商店街でない小売店 12 9 6 4 3 1 5 5 45
③食品専門スーパー 14 14 15 13 11 11 13 15 106
④大型総合スーパー 26 23 32 29 28 33 23 24 218
⑤生協店舗 7 10 10 10 9 8 8 7 69
⑥生協共同購入 8 12 7 15 19 20 22 23 126
⑦コンビニ 0
⑧行商 0
⑨デパート 2 2 6 3 4 2 19
⑩直売所 2 1 1 4
?その他 1 1 4 1 1 2 1 13
74 75 81 73 76 78 74 78 618
注：複数の店舗の記入や無記入があったため，食品種類別合計値が回答数と一致しない
第２章 小売店におけるトレーサビリティシステム
実施事例について
消費者アンケートで，これからの大切な表示内容
として62.8％と過半の回答者が生産履歴であると
している。また，携帯電話を使って商品のQRコー
ドを撮影して生産者のホームページに接続するシス
テムのトレーサビリティシステムについては，
87.0％とほとんどの回答者が使ったことがないがし
かし，65.8％と大部分の回答者はあった方が良いと
している。そこで，実際に携帯電話による検索方式
で実際に小売店頭でトレーサビリティシステムを実
施しているＡスーパーでトレーサビリティシステム
について検証した。Ａスーパーのトレーサビリティ
システムは，野菜のトレーサビリティシステムと牛
肉のトレーサビリティシステムの２種類がある。
⑴ 野菜のトレーサビリティシステムについて
野菜のトレーサビリティシステムは，生産履歴情
報が付された特定の野菜について２次元バーコード
（QRコード）を貼付してある（図１）。
顧客（消費者）は，そのQRコードを顧客自身の
携帯電話のバーコードリーダー機能を使って撮影す
ると，生産者のホームページにつながり，その画面
から農薬使用などの生産履歴画面にたどりつけると
いうものである。
実際の農薬画面は図２のようになっている。表示
内容は，殺虫剤，殺菌剤，除草剤別に，農薬の使用
回数，農薬名，である。農薬名は，メーカーごとの
商品名ではなく，有効成分の原体名による表示であ
る。原体名による表示である理由は，農林水産省が
定めた農薬使用基準が，対象農薬について原体名で
記してあるためで，基準に適合しているかどうかの
確認のためには農薬の商品名ではなく，原体名であ
る必要がある。
しかしながら，農薬の専門家ならともかく，一般
の消費者は農薬使用基準の冊子を所有していない。
表示された内容が適正であるかどうかの確認はしよ
うがないのである。ということは，原体名の表示は，
単に使用農薬を表示しているから安心して欲しい，
というに過ぎず，しかも消費者はそれでは安心のし
ようがないのである。しかし，このようなシステム
があることの安心感はあって，店舗側も，利用度が
低いことは承知しているが，安心感の確保には有用
として，このシステムを運用している。
課題は，このように小売店頭で生産履歴を表示す
るためには，生産者段階で生産履歴情報をコン
ピュータデータ化する必要があり，そのためのコス
ト負担が必要であることである。その負担により差
別化ができると判断して実施している産地団体もあ
り，それがこのような小売店頭での生産履歴の表示
実現につながっている。しかしながら，多数の生産
者を抱える農協などの大型出荷団体や，逆に零細な
個人生産者などは，このような生産履歴情報のコン
ピュータデータ化の実施は困難であり，これがＡ
スーパーのようなシステムの普及を妨げている。さ
らには，買い物をする消費者にとっても，自身の携
帯電話で通話料を自己負担して，表示されるまでに
１分近くかかるのをいちいち実施することは行ない
がたく，ごく一部で農薬使用がどうしても気になる
人のみが積極的に利用することになる。しかも，野
菜全品目ではなく，QRコードを貼付している品目
はごく限られているのでその意味でも利用価値は高
いとはいえない。
Ｂ社が開発した，ICカードによる生産者→輸送業
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図1 野菜パックに貼付されたQRコード
図2 使用農薬の画面
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者→流通（市場など)→小売，と連続する各段階の情
報を取り込んだＢ社のトレーサビリティシステム
は，Ｃスーパーが特定野菜品目について実施したも
のの，消費者の利用が低いことと，運営コストがか
かることから撤退し，Ｂ社もこのシステムの開発を
断念した。
このように，生産履歴表示型のトレーサビリティ
システムは，小売店頭における消費者への対応とし
ては，失敗に終わったのではないかというのが本研
究の結論である。しかも，BSE発生や，野菜の高濃
度の農薬検出などを受けて，消費者団体自身が，農
薬などの使用履歴の開示を政府に強く求めた経緯が
あるにもかかわらず，要求した消費者（団体）自身
が，ほとんど買い物の際にそれを利用していないと
いう現実がある。しかしながら，消費者としては，
安全安心な食品を求めたいという気持ちから出たこ
とであり，せっかくのトレーサビリティシステムを，
消費者に役立つ，より高度な機能に発展させる視点
で，どう改良するかを，本研究では札幌市や東京都
の消費者団体と共同で討論を重ねてきた。
アンケート結果では，消費者として食品の安全性
に対する不安感がぬぐいきれず，あまり使わないに
しても消費者が小売店頭で生産履歴を確認できるト
レーサビリティシステムは必要とする声が多かっ
た。
⑵ 牛肉のトレーサビリティシステム
牛肉のトレーサビリティシステムについては，野
菜と同じくＡスーパーが，BSE発生後，いち早く取
り入れた。これは，その小売店で販売している牛肉
の個体識別番号を小売店に設置してある端末（図３）
に入力すると，その牛肉の履歴（生産者名，牛の種
類と性別，と畜日，使用した飼料の内容など）がプ
リンターから出てくるというものである。ご丁寧に，
BSE検査の結果，陰性であったということも表示さ
れている。検査陰性はいわずもがなの当然のことで
あるが。使用した飼料の種類については，牧草名や
濃厚飼料の場合にはその商品名が羅列してあり，素
人がその是非を判断できるものではない。その意味
で，消費者にとっての買い物の参考になる情報かど
うかという視点ではほとんど無意味な情報という点
で，野菜のトレーサビリティシステムと共通してい
るといえる。
実際に，店頭でこのシステムを使ってチェックし
ている客（消費者）は皆無に近く，あるときはプリ
ンターが故障していて，紙が色あせていたが，そう
とう長期間，使用されていなかったということを示
している。レシピなども見ることができるが，あま
り利用されているとはいえない。
第３章 お墨付きマークの有用性
アンケートの自由意見欄にあったお墨付きマーク
について検討する。お墨付きマークは日本ではあま
り発達していない。イギリスのレッドトラクター
マーク，フランスのラベルルージュ，ドイツの各州
ごとのマーク，アメリカのUSDAマークなど，欧米
ではお墨付きマークが広く普及している。このうち，
イギリスのレッドトラクターマークについて有用性
を考察する。
レッドトラクターマークは図４のようなデザイン
で，イギリス農業省が監修してレッドトラクター協
会が運用している。レッドトラクターマークが付与
される対象農産物は野菜と食肉である。環境に配慮
した農法（減農薬など）や動物愛護精神による肥育，
農場の衛生管理，などのチェックに合格した農場の
みがこのマークを使用できる。毎年１回，農場が指
定した検査員の検査を受け，合格しなければならな
い。チェックリストにある項目は80項目にも上り，
そのクリアが求められる。なお，検査費用は生産者
負担で，１回数万円程度である。
図3 販売している牛肉の履歴検索システム 図4 レッドトラクターマーク
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レッドトラクターマークが付与された農産物は，
スーパーなどの小売店頭では通常品の約５割高で販
売されている。またオーガニック農産物は通常品の
約２倍の価格である。それにもかかわらず，店頭に
はレッドトラクターマークが付与された商品がたく
さん並び，売れている。消費者に聞くと，子供がい
るので「より安全な」レッドトラクターマーク商品
を買っている，という返事であった。
レッドトラクターマークの農産物については，減
農薬レベルなので農薬は使用している。また，生産
段階で農薬の使用記録はきちんとあり，検査員もそ
の確認をしているが，使用記録を流通段階にデータ
として提供しているということはない。したがって，
消費者が農薬の使用記録を知りたいといってもト
レーサビリティシステムは備わっていないので知る
ことはできない。将来ともそこまでする意思も予定
もないという。つまり年１回の農場検査が，レッド
トラクターマークの信頼性を支えている。
日本では，このようなマークでわかりやすく示さ
れた品質保証制度がないために，消費者は生産履歴
データそのものを知りたいとする要求につながり，
かといって専門知識がない消費者は生産履歴データ
を解釈して消費者自身で安全性を判断する能力は乏
しいために，トレーサビリティシステムが空回りし，
自分では見ないけれどもトレーサビリティシステム
はあったほうがいい，という回答がアンケートで多
数を占めることになる。これは，システムの矛盾と
いえ，生産者，流通業者に必要以上の負担をかける
ことになる。ひいてはコストが最終的に小売価格に
転嫁されることにより，消費者にも影響することに
なる。この点の克服が，本研究の問題意識でもある。
信頼できるお墨付きマークの開発を日本で行うこ
とが，矛盾解決の一方法である。
第４章 食のバランスガイド
スーパーの食品表示で最近目立つのは，農林水産
省が現在力を入れている「食のバランスガイド」で
ある。参加しているスーパーは数社に上り，そのパ
ンフレットが店頭に置いてある。この事業を食品表
示と言う視点から検討するべく，最初にこの事業に
参加したＤスーパーで調査を行なった。
Ｄスーパーの営業責任者はヒアリングに対し，①
食のバランスガイドの取り組みは，消費者に食によ
る健康という視点を考えてもらうのに有効である，
②小売店頭では消費者へのアドバイスの表示を工夫
して充実させている，③食のバランスガイドを強調
すると，動物性タンパクについては，消費者が肉を
敬遠して魚に傾斜するのではないかと，肉の担当者
が不安を持っている，などと話した。
Ｄスーパーが実際に店頭で工夫している表示の一
例は図５のようなものである。これらは，消費者に
とって参考になる，少なくとも農薬の原体名表示の
ように，消費者に直接役立つものではない情報とは
異なるといえる。
これらの情報に，食品の品質など商品情報に関わ
る情報をさらに豊富化すれば，消費者が実際に役立
つ情報の表示に近づくことになり，食のバランスガ
イドの取り組みの発展はかなり期待できる。
第５章 商品知識に関する表示の必要性
わが国では，BSE発生から５年かかって，トレー
サビリティシステムから食のバランスガイドと，よ
り消費者に理解でき，役立つ表示に発展してきたと
いえる。しかし，食のバランスガイドだけで，消費
者への表示は完成したわけではない。まだ一般的で，
個々の買い物には多少の参考にはなるが，物足りな
いというのが，消費者との討論のなかで出ている。
さらに知りたいのは商品知識で，その視点で小売店
頭の表示を見ると，ほとんど表示がない。原産地表
示は大型店においてはほとんど実施されているが，
現実には，野菜で生産県名が表示されていても，ど
れだけ買い物の参考になるだろうか。
もともと原産地表示は，輸入品を区別して表示す
るべきであるとする消費者団体の要求がきっかけと
なって，JAS法が改正されて登場したものである。
消費者は国内産か輸入品かについては気にすること
がかなり多いが，国内産のなかでの選別については
それほど敏感ではない。したがって，国内産であれ
ば産地県名表示が消費者の重要な選択基準になって
いるとは考えられない。
今回アンケートでも，消費者が知りたい表示とし
て，生産履歴が１位になり，鮮度，栄養，食べ方，
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などの品質に関する表示の要望が低いという結果に
なったが，これはこれからの消費者に対する表示・
小売店頭での商品情報提供のあり方についての，消
費者の意識改革の課題と捉えている。
⑴ 牛乳における表示の検討
食品として牛乳を取り上げ，表示について検討す
る。牛乳は成分無調整が基本で，生乳を素材として
殺菌方法とホモジナイズくらいしかメーカー間の差
がなく，差別化しにくい商品として，長い間，小売
店の客寄せの目玉商品として廉価販売の対象とな
り，生産者，メーカーとも利益が出ない商品として
苦しんできた。しかしこの数年，プレミアム牛乳と
して，さまざまな製造技術の開発がされ，かなり差
別化が進んできた。しかし，技術の差別化が消費者
に浸透しているとはいえない。この点について，「明
治おいしい牛乳」を例として取り上げる。
この商品は，前述のように長い間スーパーの客寄
せ商品として価格低迷に苦しんでいた牛乳につい
て，明治乳業の経営者が，「安売り対象とならない50
円高く売れる牛乳」の開発を指示し，技術陣が，高
温殺菌なのに味の変質がなく，おいしく飲める牛乳
として，溶存酸素の除去による高温殺菌につきもの
だったコゲ臭の回避に成功したものである。この技
術は特許を取得している。これを2002年に「明治お
いしい牛乳」として発売し，いまでは同社を支える
主力商品となっている。プレミアム牛乳の元祖とも
言える商品である。価格は１㍑パックで200円を超
えていて，利益率も改善されている。「明治おいしい
牛乳」の１㍑パックの箱には，ナチュラルテイスト
製法と書かれているが，その製法の内容のくわしい
表示はない。
本研究のために面会した東京のある消費者は，「お
いしい牛乳」というネーミングは詐欺ではないか，
自分でおいしいというが，その根拠がないではない
か，とこれまでの普通の牛乳をネーミングで釣ろう
としたという受け取り方であった。実際には，新製
法による商品で，ネーミングの根拠はあるといえる
のだが，消費者には伝わっていないということが，
このような誤解につながっている。パックには，乳
等省令で義務的に記載すべき事項が多く，製法の特
徴をわかりやすく消費者に伝えることは困難である
かもしれないが，ただのネーミングだけという誤解
は解く必要がある。
これは，その後，プレミアム牛乳として続々登場
している，「森永のおいしい牛乳」，「牛乳が好きな人
のメグミルク」，「朝のミルク」（よつば乳業），「軽や
かしぼり」（よつば乳業），「低温殺菌」（サツラク），
その他，にもいえることで，技術的内容の説明が乏
しく，イメージの表現が多いために，それぞれが特
徴を持ち，他メーカーとは異なる技術で工夫してい
るにもかかわらず，その努力が消費者に伝わってい
ない。何人かの消費者に聞いたところ，各メーカー
の牛乳の製法上の違いと特徴を知っている消費者は
皆無であった。
これからは，食品の特徴をよく知った上で，選択
することが重要であるというのが結論である。
⑵ 差別化表示の表現と内容の事例
食パンで「天然酵母使用」というラベルを貼付し
た商品がある。消費者が見ると，「天然」というのは
自然，安全，などを連想し，安心感，高級感がある。
しかしながら，パンの発酵品質を左右する酵母をい
きあたりばったりにその都度，空気中から採取する
ことなど考えられず，最初は空気中から採取したか
もしれないが，長年の積み重ねで適正な酵母を発見
選抜し，それを培養して受け継いでいるはずで，単
に「天然」と書いただけでは，消費者はほんとうの
意味はわからず，なんとなくよさそうだというイ
メージしかでてこない。このような表示は不適切だ
といえる。逆に「天然でない」酵母というのはどう
いう酵母か，それがどのように劣るのか，という説
明がないと納得できるものではない。
また，醤油で，「丸大豆使用」という表示もあるが，
どうして丸の方がいいのか（いいから強調している
と解釈されるので）という説明がないと，消費者は
なにもわからず，丸大豆だからいいのでは，と頭か
ら思い込むだけである。丸とそれ以外の製法の品質
的な相違と特徴を消費者に聞いたが，説明できる人
は誰もいなかった。
これらについても消費者団体との討議で話題と
なったが，みな賛同したところである。違いを具体
的に説明する表示が必要である。
第６章 食品表示と食育とのかかわりについて
消費者に商品知識を豊富にしてもらい，より深い
理解のうえで商品を選択することは，消費者のため
にも必要であり，食品表示はそのための助けとなら
なければならない。このことは，小売形態のあり方
にも関係する。対面販売型の小売店では，販売者が
顧客（消費者）に，商品の情報を口頭で説明宣伝で
きる。また質問にも対応できる。小売店の販売者が
そのような対応をできるように，生産流通側が情報
提供などの支援をすることも有効である（リテール
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サポート）。しかしながら，スーパーなどのレジ販売
形式では，売場に店員の数が少なく，顧客（消費者）
の質問に対応する体制は基本的にとられていない。
このような場合には，消費者が商品を選択する判断
材料として，店頭表示が大切であるが，現状ではほ
とんどされておらず，むしろ表示のイメージだけで
消費者は素人判断をしているというのが現状であ
る。
消費者の商品知識を豊富にすることは，食育の大
きな課題であるべきである。企業や行政でもその課
題に取り組む事例が増えてきている。例えば，札幌
市中央卸売市場では，開設者である札幌市が市場内
に新設された調理教室で，市民に魚料理を実演指導
している。また，企業でも，より積極的に商品情報
を消費者に提供しようとする取り組みが出ている。
そのうち，首都圏を中心に展開するスーパー㈱マル
エツの取り組みを取り上げる??。
㈱マルエツの営業企画本部マーケティング部は，
健康と食文化実践室「いーとぴあ」を運営している。
「いーとぴあ」は JR南浦和駅近くにあり，大人対象
のクッキングコースや絵手紙などを楽しむカル
チャーコースなどからスタートした。そのなかで，
ライフスタイルの変化や食生活の乱れに対応すべ
く，1991年から小学生を対象としてKidsクッキン
グコースを設けた。2005年１月末現在で2070人が
受講している。前期後期それぞれ６回ずつの月１回
の開催で，1～2年生は作り食べることの楽しさの体
験，野菜の切り方，3～4年生は野菜を切る技術をさ
らに高めながら栄養知識やテーブルマナー，献立の
立て方など食生活全般を学ぶ。必要な材料は同社の
最寄店に買いに行く。このような取り組みで，子供
たちは食事を作るのを億劫がることはなくなるとい
う。食材選びの目も養える。一度や二度の料理教室
では身につかないということでもある。回数を重ね
て講習をすることによって，日常の買い物行動から
食材選びの目を養うことが目的となっていて，それ
は小売店の企業活動にも合致し，ひいては生産者と
の情報連携で，生産者にもよい影響を与える循環と
なることが望まれる。
結 論
本研究で，以下の３点が明らかになった。第一は，
消費者の意識は生産履歴などの安全性に対する情報
を求めているが，実際には生産履歴の生情報の提供
では消費者は安全性が確認できるようなものではな
い。安全性確認は専門家が行うべきで，イギリスの
レッドトラクターマークなどのように，専門家が安
全確認して消費者はマークを信頼するしくみのほう
が，買い物もしやすいし，確実である。このような
マークは，企業レベル，地方レベルでは日本でも多
数あるが，マークの氾濫により消費者にわかりにく
くなっている。また，信頼性のレベルもまちまちで，
マーク自体の基準もない。国が主導するお墨付き
マークの検討が必要である。
第二は，品質に係わる表示をもっと充実させて，
買い物の参考にすることが，より食生活を豊かにす
るために必要であるが，情報過多もかえって表示を
見ない一因であり，限られたスペースでどのように
表示するか，その技術開発が求められる。
第三は，食品の知識，調理の知識などを総合的に
知らせる機会を創出し，食育の一環とすることが求
められているということである。
【要 約】
食品を販売する小売店頭における食品表示につい
て，消費者にアンケート調査をした結果では，生産
履歴の表示に対する要望が非常に大きかった。これ
は，輸入食品の増大，BSE発生，農薬使用などへの
不安がある。これに対応して，原産地表示，生産履
歴の記帳とトレーサビリティシステムの普及策，な
どの対応がとられてきたが，消費者の不安を解消す
るにいたっていない。これには，小売店に置ける食
品表示のあり方にも問題があると考え，消費者の立
場に立った食品表示のあり方について追求すること
を目的としている。
本研究で，以下の３点が明らかになった。第一は，
消費者の意識は生産履歴などの安全性に対する情報
を求めているが，実際には生産履歴の生情報の提供
では消費者は安全性が確認できるようなものではな
い。安全性確認は専門家が行うべきで，専門家が安
全確認して消費者はマークを信頼するしくみのほう
が，買い物もしやすいし，確実である。
第二は，品質に係わる表示をもっと充実させて，
買い物の参考にすることが，より食生活を豊かにす
るために必要であるが，情報過多もかえって表示を
見ない一因であり，限られたスペースでどのように
表示するか，その技術開発が求められる。
第三は，食品の知識，調理の知識などを総合的に
知らせる機会を創出し，食育の一環とすることが求
められているということである。
【Summery】
As a result by doing the questionnaire survey,
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the food label system in the retail store head that
 
sold food was very large in the consumer the
 
demand for the display of the production history.
This has the increase of food imports,the BSE
 
generation,and the uneasiness to the agricultural
 
chemicals use etc.
It has not come to cancel consumer anxieties
 
though the correspondence of the spread plan etc.
of the indication of source,the registration of the
 
production history, and the traceability system
 
has been taken corresponding to this.
In this, it has aimed to think that there is a
 
problem also in the ideal way of the food label
 
system that can be put on the retail store,and to
 
pursue the ideal way of the food label system that
 
stands in consumer’s standpoint.
The following three points were clarified by
 
this research.
The consumer is not actually like being able to
 
confirm safety in the life giving information of
 
the production history though attitudes of con-
sumers request information on the safety of the
 
production history etc.to the first.
The specialist should do, and the specialist
 
confirms safety to the safety confirmation, and
 
the consumer trusts the mark, shops easily by
 
drinking,and is certain.
It is a cause that surfeit of information doesn’t
 
rather see the display either,and how do it display
 
in the limited space,and the technological devel-
opment is demanded though the second enhances
 
the display related to the quality more, and is
 
necessary so that shop referring may enrich eat-
ing habits or more.
The third is to be requested to create the
 
chance to inform of the knowledge of food and
 
the knowledge etc. of cooking overall, and to
 
assume the part of the nutrition education.
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